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コンピュータ学習者の操作技能を規定する背景要因の検討†

辻 義人*

東北大学大学院 情報科学研究科*

現在,コンピュータの換作は必須の技能となりつつある.本研究はコンピュータ操作技能を規

定する背景要因の検討を通して,操作技能の向上を促す操作説明のあり方について提案するもの

である.コンピュータ操作技能の規定因としてPoTOSKYandBoBK0 (2001)によるモデルに注目

した.研究 Ⅰでは,PoTOSKYらのモデ/レを構成する要因の相関と因果の妥当性の検証を行い,研

究Ⅱでは,実際のコンピュータ操作説明場面に基づき,操作技能と関連する要因の検討を行った.

これらの結果より,PoTOSKYらのモデルは支持されること,また,学習者のコンピュータに対す

る態度が操作技能の向上に影響することが示された.

キーワー ド:pC操作技能,pC説明技能,

1. は じ め に

近年の情報技術の発展により,私たちは距離的,時間

的な制約を受けずに様々な情報を共有し,活用すること

が可能となった.この社会全体の急激な情報化に伴い,

私たちの生活において情報の果たす役割はますます重要

なものとなることが予想される.その一方で,平成15年

4月より高等学校の普通教育において教科 ｢情報｣が必

履修となったことが示すように,私たちが日常的に情報

機器を利用しメリットを享受するには,ある程度の操作

技能が要求される.本研究では,情報機器として特にコ

ンピュータ (以下,PC)に着目する.PCを活用する

際に要求される操作技能は,どのような要因から構成さ

れ,どのように獲得されるのだろうか.

pc換作技能を構成する要因に関して,近年多くの

研究が行われている.高比良ら (2001)は,情報活用

の実践力尺度の作成を行った.その結果,情報活用の

実践力は｢収集力｣,｢判断力｣,｢表現力｣,｢処理力｣,

｢創造力｣, ｢発信 ･伝達力｣,これらの下位概念から

複合的に構成されていることが示された.辻 ･中村

(2004)は教師教育の観点に基づき,pC操作技能の
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測定尺度の開発を行った,その結果,pC操作技能の

構成概念は ｢知識保有量｣と ｢多用途活用能力｣であ

ることが明らかになった.また,彼らは情報技術の飛

躍的な発展について言及し,現段階におけるPC操作

技能の構成要因を普遍化する困難さについて述べてい

る.この主張は,PC操作技能を構成する要因につい

て,現段階では正確な定義がなされていないことを示

すものといえよう.

次に,PC操作技能の獲得に関して,PoTOSKYand

BoBKO (2001)による研究が挙げられる.彼らは,P

c操作技能とPCに対する態度との関連について,ま

た,PCに対する態度を決定する要因についての検討

を行った.その結果,統制の所在 (自己の行動とその

結果についての随伴性)とPCに関する信念とがPC

に対する態度に影響を及ぼし,PCに対する態度がP

c操作技能に影響を及ぼすことが示された.また,

poTOSKYらは,この結果に基づきpC操作技能を規定

する要因の概念モデルを提案した.このモデルに基づ

くと,PC学習者の学習効果の向上を意図したPCイ

ンス トラクションを行うには,まず,pc学習者に対

して自分自身がPCを操作しているという実感を持た

せ (統制の所在を内的に変化させ),PCに関する誤

った信念 (コンピュータを利用すると不注意で壊して

しまう気がする,これからの社会はコンピュータに支

配されるのではと心配しているなど)を除去する必要

がある.この働きかけを通して,学習者の内発的な動

機を高めるなどの変化を促し,PCに対する態度を積
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極的なものに変容させることが可能となる.その結果,

PC操作技能の向上が期待されると主張されている.

本研究では,上記のPC操作技能を規定する要因の

概念モデルに着目し,PoTOSKYらの提案したモデルの

妥当性の検証を行 う (研究 Ⅰ).また,PoTOSKYらの主

張に基づくと,PC学習者のPCに対する態度が積極

的であるときに学習効果が向上すると考えられるが,

実際に検討されていない.そこで,PCインス トラク

ション場面を設定し,学習者のPCに対する態度と学

習効果との関連について,また,インス トラクタのP

C操作技能 ･pC説明技能要因と学習効果との関連に

ついて検討する (研究Ⅱ).なお,上述のように PC操

作技能は,今後多くの場面で要求されることが予想さ

れる.本研究を通して,学校教育における情報教育,

また,高等教育における技術系の情報教育など,PC

操作技能の向上を意図した多様な教育場面での活用が

可能 となる基礎的な知見が得られることが期待される

2. 研 究 Ⅰ

2.1. 日 的

PoTOSKYらによるPC操作技能を規定する概念モデ

ルについて,共分散構造分析を用いた追試を行 う.

2.2. 方 法

調査時期 :調査は2004年 1月に行った.

被験者 :大学生と大学院生の116名であった.

調査材料 :調査に用いた尺度を以下に示す.

･統制の所在尺度 (鎌原 ･樋口･清水 1982):18項目

･愛教大コンピュータ不安尺度 (平田 1990):21項目

･pcに対する態度尺度 (NlcKE･:L.andP】NTO1986):20項目

･PC操作技能尺度 (p()10SK＼′andBoF3K()1998):12項目

PoTOSKYらが用いたpCに対する信念尺度について

は,ほぼ同じ内容の項 目から構成される愛教大コンピ

ュータ不安尺度 (平田 1990)を用いた.この得点が高

いほど,コンピュータに関する誤った信念を強く持つ

ことを示す.なお,PCに対する態度尺度 (NICKELand

PINTO1986)とPC操作技能尺度 (POTOSKYandBoBKO

1998)は英語で作成された尺度であるため,調査者が

日本語化を行った.

調査手続き :上記の尺度をまとめた質問紙を配布 し,

任意に回答させた.制限時間は設けなかった.

2.3. 結果と考察

PoTOSKYらのPC操作技能を規定する要因モデルに

基づき,共分散構造分析を行った.その結果,適合度

指標として x2=19.495,p=.077,CFI=.957,AGFI=.899,
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RMSEA=.074の値が得られた.図 1に標準化推定値と有

意なパス係数を示す (pく.01).分析の結果,統制の所

在 とPCに関する信念 とがPCに対する態度に影響を

及ぼし,PCに対する態度がPC操作技能に影響を及

ぼすことが明らかになった.この結果は,PoTOSKYら

のモデルを概ね支持するものと考えられる.

ここで,PCに対する態度がPC操作技能に影響する

ことから,PCインス トラクション場面における学習者

のPCに対する態度が積極的なものであるとき,その学

習効果は向上することが考えられる.また,現実のPC

インス トラクション場面において学習者のPCに対する

態度以外に,インス トラクタのPCに関する操作技能や

説明技能等が,学習効果に影響を及ぼすことが予想され

る.そこで,研究Ⅲでは現実のPCインス トラクション

場面を設定し,PC学習者のPCに対する態度と学習効

果との関連について,また,インス トラクタ側の要因と

学習効果との関連について検討を行う.

3. 研 究 Ⅱ

3.1. 日 的

実際のPCインス トラクション場面においてPC学

習者のPCに対する態度と学習効果との関連について

検討する.実際のPCインス トラクション場面では,

学習者側の要因に加えて,インス トラクタのPC操作

技能やPC説明技能など他の要因の関連も考えられる

そこで,研究Ⅱでは学習者のPCに対する態度に加え,

インス トラクタのPC操作技能 ･pC説明技能と学習

効果との関連についても注目する.

3.2. 方 法

調査時期 :実験は2004年 7月に行った.

被験者 :大学生と大学院生の10名 (インス トラクタ役

5名,ユーザ役 5名)であった.学習者役の被験者の

選 定 にあた り,課題 で用い るアプ リケー シ ョン

図 1 PC操作技能に影響を及ぼす要因
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(MicrosoRPowerPoint2000)の操作経験の有無を尋ね,

操作経験を持たないことを条件とした.インス トラク

タ役の被験者の選定にあたり,事前に質問紙調査,面

接,実技を課し,実験で扱 う課題 (操作内容)につい

て,操作と説明が可能であることを条件とした.なお,

インス トラクタ役に学生を選定した理由として,PC

を専門とするインス トラクタに教わる機会に対して,

ある程度の換作技能を持った一般の教員や学生などの

身近な人物に教わる機会が多いことが挙げられる.こ

のことから,研究Ⅱでは操作技能が高く説明が可能で

あるが,それを専門としない学生をインス トラクタ役

として設定した.

実験材料 .実験手続き :インス トラクタと学習者に対

して質問紙調査を行った.学習者に対しては,PCに対

する態度尺度を実施した.インス トラクタに対しては,

pc操作技能尺度とPC説明技能尺度を実施した.

インス トラクション段階では,PC学習者に対して,

見本に従いプレゼンテーションを作成する課題を課し

た.課題選定の理由として,被験者がプレゼンテーショ

ンを作成する際に作業の経過と結果が分かりやすいこ

と,また,多くの機能が課題として設定しやすいことが

挙げられる.学習者がプレゼンテーションを作成する際,

不明点については別室に待機 しているインス トラクタ

に質問して解決するよう教示を行った.なお,課題とな

る操作は新規プレゼンテーションの作成,文字の色･サ

イズ ･フォン トの設定,新規スライ ドの挿入などの11

項目であった.作業時間は1時間であったが,全てのペ

アが制限時間内にインス トラクションを終了した.

その後,PC学習者が上記の操作内容をどの程度学

習したか,インス トラクタとpc学習者の両者に 7件

法で推定させ,学習効果推定値とした.

次に,PC学習者に学習効果測定課題を課 した.こ

の課題はインス トラクション段階と同様に,見本に従

ってプレゼンテーションを作成するものであった.作

成する内容はインス トラクション段階とは異なるもの

であった.この際インス トラクタによる支援はなく,

pc学習者のみで作成することが求められた.作業時

間は30分であった.課題終了後,作成されたプレゼン

テーションについて上述の11項目の操作が正しく行わ

れているかどうかを判定し,学習効果得点とした (1

項目につき1点).なお,研究Ⅱでは,インス トラクシ

ョン場面における課題の印象やお互いの印象などについ

て測定を行ったが,本研究では分析対象から除外した.

3.3, 結果と考察

pc学習者のPCに対する態度と学習効果 :PC学習

者のPCに対する態度と学習効果との関連を検討する

ため,相関分析を行った (表 1).その結果,pC学習

者のPCに対する態度と学習効果測定値との間に正の

相関が見られた (r=.96,pく.01).これは,PC学習者

のPCに対する態度が積極的なものであったとき,そ

の学習効果が高かったことを示すものである.PC学

習者のPCに対する態度が,PC操作技能の向上に関

連する可能性が示された.

また,pc学習者による学習効果の自己評定 (学習

効果推定値)とPCに対する態度との間に正の相関が

見られた (r=.90,pく.05).これは,PC学習者がPC

に対して積極的な態度で臨んだとき,学習者がより多

くのことを学習したと自己評価を行ったことを示す.

pc学習者が積極的な態度でPC操作を学習した際に,

より多くの内容について学習したと自己評価されたこ

とによるものと考えられる.

インス トラクタ側の要因とPC学習者の学習効果 :イ

ンス トラクタのPC操作技能 ･pc説明技能要因と,

pc学習者の学習効果との関連を検討するため,相関

分析を行った.その結果,PC学習者の学習効果測定

値とインス トラクタのPC操作技能 ･pc説明技能と

の間に有意な相関は見られなかった.その一方,pc

操作技能とPC説明技能との間に正の相関が見られた

表 1 PC学習者の学習効果に関連する要因

pc操作技能 pc説明技能 pcに対する
態度

学習効果推定値

(インス トラクタ) (インス トラクタ) (学習者) (インス トラクタ) (学習者)

pc説明技能
pcに対する態度
学習効果推定値
(インストラクタ)

学習効果推定値
(PC学習者)

.94*

.07 .28

.02 .20

-.15 -.28

学習効果測定値 .41 .64

.32

.90書 .49

.96** .12 .82

Vol.29,Suppl,(2005)

N-5, **:1%水準で有意.*:5%水準で有意
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(r=.94,p〈.05).PCインス トラクションには,PC

操作技能とpC説明技能の両者が必要であることを示

す結果と考えられる.

4. 総 合 考 察

4.1. pC操作技能を規定する背景要因

本研究では,PoTOSKYらのPC換作技能を規定する

背景要因の概念モデルについて,質問紙の日本語化と

妥当性の検証を行い,さらにPCインス トラクション

場面を設定し,実験的検討を行ったものである.研究

I･Ⅱより,PC学習者のPCに対する態度とPC操

作技能との関連が明らかになった.さらに,PCに対

する態度要因には,統制の所在とPCに関する信念と

が関連していることが示された.これは,PC学習者

の統制の所在が内的であり,PCに関する誤った信念

を持たないとき,PCに対する態度が積極的なものと

なること,また,pCに対する積極的な態度がPC操

作技能に影響を及ぼすことを示しているといえよう.

研究Ⅲでは,PC学習者側の要因と学習効果との関連

が認められた一方で,インス トラクタ側の要因と学習

効果との間に有意な相関は認められなかった.しかし

ながら,インス トラクタのPC説明技能とPC学習者

の学習成績との間には有意ではないものの中程度の相

関 (r=.64,n.S.)が見られている.このことから,イン

ス トラクタ側の要因も学習者の学習効果に何らかの影

響を及ぼす可能性があると考えられる.

4,2. pC操作技能向上を意図した

インス トラクション

研究 Ⅰの結果から,PC学習者のPCに対する態度

を積極的なものに変容させることによりPC換作技能

の向上が期待されることが示された.また,研究Ⅱの

結果からも,pC学習者のPCに対する態度が積極的

なものであるとき,学習効果が向上することが明らか

になっている.これらの結果より,効果的なpCイン

ス トラクションを行うには,PC学習者のPCに対す

る態度を積極的なものに変容させる必要性があるとい

える.なお,PCに対する態度を積極的なものに変容

させる前提として,インス トラクタはPC学習者に対

して,学習者自身が PCを操作しているという自覚を

持たせること(統制の所在を内的なものにさせること)

PCに関する誤った信念を除去すること,これらを優

先的に行 う必要がある.また,研究ⅡではPC学習者

のPCに対する態度と学習効果の自己評定との間に正

の相関が見られている.PC操作技能の自己評定が高

まることにより,PC学習者自身によって問題解決を
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行 う動機付けが高まることが予想される.このことか

ら,pC学習者の自己評定についてもPC操作技能の

向上を促す要因となりうる可能性が示唆された.

4.3. 本研究の問題点と今後の課題

研究Ⅱにおける被験者が少なく,信頼性に乏しいと

考えられる.今後,十分な数の被験者に対して同様の

実験を実施する必要があるだろう.また,今回の結果

ではインス トラクタのPC操作技能･PC説明技能と,

学習者の学習効果との間に関連が見られなかった.こ

の点についても,より多くの被験者を対象とした追試

が必要である.

5. 結 論

本研究より,以下の2点が明らかになった.

1)poTOSKYらのPC操作技能を規定する要因モデル

は支持された.PC学習者のPC操作技能を規定する

要因はPCに対する態度であり,PCに対する態度は

統制の所在とPCに関する信念とによって規定される

2)pcインストラクション場面において,学習者の

pCに対する態度を積極的なものに変容させることに

より,PC操作技能の向上が期待される.
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